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研究成果の概要（和文）：本研究課題は、政策評価・行政評価システムによって算出される行政

活動の業績情報が、情報の受け手である市民にどのように受けとめられ、また業績情報に触れ

ることにより政府や行政に対する認識にどのような影響を受けるのかについて検討を行うこと

を目的としている。研究によって得られた成果は国内外の学会で報告されるとともに、本研究

を基に国際的な研究ネットワークを国際学会内に立ち上げ、成果を共有していく予定である。 

 
研究成果の概要（英文）：The research project on performance information and citizens 

perception toward government tried to investigate how the performance information 

produced from the public performance management system the relationships would affect 

and change the public perception toward government. Empirical evidence collected through 

survey proved that public perception would change better if the government carefully 

designed the performance management system more citizens oriented. The findings and 

insights will be shared in the international academic communities. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）本研究課題「政策・行政評価システム
による業績情報が市民の行政活動に対する
認識に与える影響」は、今日、わが国の行政
や自治体で標準装備となりつつある政策評
価・行政評価システムによって算出される行
政活動の業績情報が、情報の受け手である市
民にどのように受けとめられ、また業績情報
に触れることにより政府や行政に対する認

識にどのような影響を受けるのかについて
検討を行うことを目的としていた。 

 

（２）わが国では、政策評価や行政評価導入
の目的の一つとして、これまで行政内部に蓄
積されてきた情報を市民と共有することに
より、行政活動のアカウンタビリティ（説明
責任）を確保することが主張されてきた。そ
のため、情報の受け手である市民がこれらの
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情報に触れることによって行政の透明性や
応答性など、行政活動に対する認識が具体的
にどのように変化したかを明らかにするこ
とが重要であるが、これまで本格的な実証研
究は行われてこなかった。一方、評価ブーム
が一巡した自治体の現場では職員の間に“評
価疲れ”が蓄積し、導入当初の目的が達成さ
れたかどうかが検証されないまま、見直しが
進められているところが多かった。 

 

２．研究の目的 

（１）上記のような問題意識を背景に、本研
究は、評価システムによって算出される業績
情報が具体的に市民の認識にどのような影
響を与えたのか（与えなかったのか）、また
その理由について理論的かつ実証的に検討
することにより、評価システムの導入がもた
らした市民へのインパクトの分析を試みる
ものであった。またそれにより、最終的には
市民側にとってより有益な情報をもたらす
評価制度の再構築の在り方に関する知見を
提供することを目標としていた。 

 

３．研究の方法 

（１）本研究では、3 年間の研究計画を設定
し、政策・行政評価システムにより産出され
る業績情報が具体的にどのように市民の行
政活動に対する認識に影響を与えたのかを
明らかにしようとした。 
 
（２）初年度は、①文献調査による理論的検
討、②わが国の政策・行政評価システムの現
状の把握による類型化、さらに③それらの類
型に基づいた実態に関するヒアリング調査
を実施した。 
 
（３）2 年度目には、業績情報が市民の行政
活動に対する認識に与える影響に関する市
民アンケート調査を、市民参加型評価を行っ
ている自治体を選定し、そこに参加した公募
市民を対象に実施する予定であったが、年度
末に発生した震災によりアンケート調査を
断念するとともに、ヒアリング調査等、補完
的な方法による調査を実施した。 
 
（４）最終年度は、調査の分析と研究全体の
総括による知見のとりまとめと内外の学会
への成果の発信を実施した。 

 
４．研究成果 
（１）本研究による成果は、大きく分けて二
つある。一つ目の成果は、政策評価研究、そ
して行政における信頼研究における理論的
な貢献である。本研究の開始と前後して、ア
メリカやヨーロッパにおける評価研究では、
産出される業績情報がどのような経緯で市
民に受けとめられ、市民の行政活動に対する

認識に影響を及ぼすかまでを検討の射程に
入れた研究が徐々に現れるようになってき
た。例えば、G. Bouckaert and J. Halligan. 
(2008). Managing Performance. Routledge. 
や、K. Yang and M.Holzer. (2006). “The 
Performance-Trust Link: Implications for 
Performance Measurement.”PAR.66(1) など
である。これら共通する問題意識は、評価シ
ステムを検討する際には、評価システムがア
ウトプット情報など必要な情報を算出して
いるかという評価システム自体のミクロ分
析や、アカウンタビリティ論からの機能分析
のみならず、評価システムによって産出され
る業績情報が市民にどのように受けとめら
れ、それにより市民の認識がどのように変化
したのかという評価システムのインパクト
まで検討の射程を広げていることである。こ
ういった理論的動向について、主に文献研究
により雑誌論文③、学会報告③、⑨、⑪を行
っている。とりわけ学会報告⑨は、ヨーロッ
パにおける評価研究の第一人者である Tony 
Bovaird 教授を討論者とした報告であり、そ
の後の国際的な研究ネットワークの形成に
つながる有意義なものとなった。 
 
（２）本研究の二つ目の成果は、国際的な研
究ネットワークの形成である。当初予定して
いた自治体を対象とした詳細なアンケート
調査は震災の発生によりあきらめざるを得
なかったが、研究分担者として参加している
他の研究プロジェクトでの調査で上手く補
完することができた。これにより、震災発生
時の行政の対応、情報の提供の仕方が、市民
の行政に対する認識に大きな影響を与えて
いることが実証的に明らかになり、極めて貴
重なデータを収集することができた。これら
のデータや一次分析結果は雑誌論文①、学会
発表①、④等で発信することができた。とり
わけ震災直後の自治体による情報提供の在
り方に関しては各国の研究者に共通する関
心であり、すでにいくつかの大学・研究者か
ら招聘を受けている。これらの成果を基に、
2011 年度に国際行政学会（International 
Institute of Administrative Sciences）の
中に Trust and Public Attitudes Study Group
を立ち上げ、アメリカ地域代表の Dr. Soonhee 
Kim (Syracuse University)、ヨーロッパ地
域代表の Dr. Steven Van de Walle, Erasmus 
University Rotterdam (Netherlands)ともに
共同議長（Co-chairs）に就任した。同 Study 
Group の会合を 2012 年 12 月にソウル国立大
学で実施することが決定しており、本研究の
成果を基に国際的な研究ネットワークの本
格的な活動を開始することになっている。 
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